
© 2025 KPMG Tax Corporation, a tax corporation incorporated under the Japanese CPTA Law and a member firm of the KPMG global organization of 
independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 

税務情報 

2025年度税制改正 － 財務省及び中小企業庁からの公表情報 

1. 財務省 －「令和 7年度 税制改正の解説」の公表

財務省は 7月 9日、「令和 7年度 税制改正の解説」を公表しました。 

「税制改正の解説」は財務省より毎年 7 月に公表されるもので、各税制改正事
項が詳細に解説されています。また、改正の背景や趣旨のほか、条文からは読
み取ることができない解釈なども含まれていますので、改正内容の理解に役立
ちます。 

2. 中小企業庁 － 中小企業経営強化税制に関する資料の更新及び公表

2025年度税制改正では、中小企業経営強化税制において、その類型に E類型が
追加されました。また、既存の類型のうち、A類型及び B類型について要件の
改正が行われたほか、C類型が廃止されました。これを受け、中小企業庁は 7月
8日、本税制に関する複数の資料の更新や公表を行いました。たとえば以下の資
料が更新・公表されています。 

【全類型共通】 

 経営力向上計画策定の手引き（*1）（PDF 1,462KB）

 中小企業等経営強化法に基づく支援措置活用の手引き（*1）（PDF 1,238KB）

今回更新されたこれらの資料では、改正の内容が反映されています。特に「中
小企業等経営強化法に基づく支援措置活用の手引き」の P.8～10では、E類型の
適用手続き等がまとめられています。 

【A類型】 

 中小企業等経営強化法における経営力向上設備等に関する税制措置に係る
工業会証明書の取得の手引き（*2）（PDF 209.6KB）

A 類型では、改正により、生産性向上の指標がそれまでの「生産効率、エネル
ギー効率、精度その他の経営力の向上に資するもの」から「単位時間当たり生
産量、歩留まり率、投入コスト削減率」とされました。今回更新されたこの手引
きでは、改正後の指標の具体例が紹介されています。 
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https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2025/explanation/index.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/pdf/tebiki_keieiryoku.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/pdf/tebiki_zeiseikinyu.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/kougyoukai/tebiki.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/kougyoukai/tebiki.pdf
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【E類型】 

 中小企業等経営強化法の経営力向上設備等のうち経営規模拡大設備等（E類
型）に係る経済産業大臣確認の取得に関する手引き（*3）（PDF 303.2KB）

E類型については、経営力向上計画の申請の前に、経営規模拡大設備等（投資計
画に記載された投資の目的を達成するために必要不可欠な設備等）について経
済産業大臣の確認を受ける必要があります。今回新たに公表されたこの手引き
では、経済産業大臣の確認を受けるための手続きが、図を用いて説明されてい
ます。また、経済産業大臣の確認申請を行う場合には、別途「100億企業成長ポ
ータルサイト」において「100 億宣言」を行う必要があることが示されていま
す。 

 中小企業等経営強化法の経営力向上設備等のうち経営規模拡大設備等に関
する投資計画に係る実施状況報告及び中小企業等経営強化法施行規則第 16

条第 3 項の投資計画における供用事業年度の給与増加割合に関する報告の
手引き（*3）（PDF 142.1KB）

経営規模拡大設備等に関する投資計画について経済産業大臣の確認書の交付を
受けた場合には、投資計画実施状況報告書や供用事業年度の給与増加割合に関
する報告書を、確認書の交付を受けた経済産業局に提出する必要があります。
今回新たに公表されたこの手引きでは、これらの報告書を提出するための手続
きが案内されています。 

（*1）この資料は、「経営力向上支援」のページに掲載されています。 

（*2）この資料は、「工業会等による証明書について（中小企業等経営強化法の経
営力向上設備等に係る生産性向上要件証明書）」のページに「工業会証明書
の取得の手引き」という名前で掲載されています。 

（*3）この資料は、「経済産業大臣による確認書について（中小企業等経営強化法
の経営力向上設備等のうち経営規模拡大設備等に関する投資計画に係る経
済産業大臣確認）」のページに掲載されています。なお、このページには、
経済産業大臣に対する確認申請書及び実施状況報告書並びに供用事業年度
の給与増加割合に関する報告書等の様式も掲載されています。 

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/kakuninsyo/e_shinseitebiki.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/kakuninsyo/e_shinseitebiki.pdf
https://growth-100-oku.smrj.go.jp/
https://growth-100-oku.smrj.go.jp/
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/kakuninsyo/e_houkokutebiki.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/kakuninsyo/e_houkokutebiki.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/kakuninsyo/e_houkokutebiki.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/kakuninsyo/e_houkokutebiki.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/index.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/kougyoukai.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/kougyoukai.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/kakuninsyo_e.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/kakuninsyo_e.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/kakuninsyo_e.html
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